平成23年第３回奥多摩町議会定例会決算特別委員会会議録
１　平成23年９月14日午前10時00分、第３回奥多摩町議会定例会決算特別委員会が奥多摩町議会議場に招集された。

２　出席議員は次のとおりである。

　　　　第１番　師岡　伸公君　　第２番　酒井　正利君　　第３番　原島　伸行君

　　　　第４番　須崎　　眞君　　第５番　増田ひさ子君　　第６番　竹内　和男君

　　　　第７番　小澤　春義君　　第８番　鈴木　賢一君　　第９番　清水　典子君

第10番　村木　征一君　　第11番　師岡　　智君　　第12番　前田　悦男君

第13番　小林　　勤君　　第14番　島崎　利雄君
３　欠席議員は次のとおりである。

　　　　な　し

４　会議事件は次のとおりである。

　　　　別紙本日の『議事日程表』のとおり

５　職務のため出席した者は次のとおりである。

　　　　議会事務局長　大野　　尚君　　議会係長　浅見　隆久君

６　地方自治法第121条の規定による出席説明員は、次のとおりである。

　　　　町　　　　　長　河村　文夫君　　副　 町 　長　村木　義雄君

　　　　教育長　栃元　　誠君　　企画財政課長　加藤　一美君

　　　　企画財政課主幹　清水　信行君　　総務課長　原島　　肇君
　　　　住　民　課　長　浜野　武雄君　　福祉保健課長　若菜　伸一君
　　　　観光産業課長　加藤　博士君　　地域整備課長　宮田　昭治君

　　　　教育課長　井上　永一君　　会計管理者　清水　　明君
　　　　病院事務長　川村　文雄君
　　　　

平成23年第３回奥多摩町議会定例会
決算特別委員会議事日程[第２日]
平成２３年 ９月１４日
午前10時00分開会・開議

	日程
	議案番号
	議　　　案　　　名
	結　果

	１
	――
	委員長開議宣告
	――

	２
	認定第１号
	平成22年度奥多摩町一般会計歳入歳出決算の認定について
	原案を認定
すべきもの

	３
	認定第２号
	平成22年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定について
	原案を認定

すべきもの

	４
	認定第３号
	平成22年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定について
	原案を認定

すべきもの

	５
	認定第４号
	平成22年度奥多摩町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について
	原案を認定

すべきもの

	６
	認定第５号
	平成22年度奥多摩町老人保健特別会計歳入歳出決算の認定について
	原案を認定

すべきもの

	７
	認定第６号
	平成22年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について
	原案を認定

すべきもの

	８
	認定第７号
	平成22年度奥多摩町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について
	原案を認定

すべきもの

	９
	認定第８号
	平成22年度奥多摩町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について
	原案を認定

すべきもの

	10
	認定第９号
	平成22年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計決算の認定について
	原案を認定

すべきもの


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（午前11時43分　閉会）
　午前10時00分　開議

○委員長（酒井　正利君）　皆さん、おはようございます。

これより決算特別委員会を再開します。直ちに会議を開きます。

　本日は、昨日の９月13日に引き続き、認定第１号　平成22年度奥多摩町一般会計歳入歳出決算の認定についての質疑を行います。

　それでは、歳出の款の９消防費、款の10教育費、款の11災害復旧費、款の12公債費、款の13諸支出金、款の14予備費について質疑を行います。

　質疑のある委員は挙手願います。３番原島伸行委員。

○３番（原島　伸行君）　ページ数でいきますと101ページになりますが、町地域防災計画修正及び土砂災害ハザードマップ作成委託料の件なんですけど、今の現状、作成の状況と、住民にはいつ頃これが配布になるか、その辺のところを伺いたいです。

○委員長（酒井　正利君）　総務課長。

○総務課長（原島　　肇君）　３番原島委員の質問でございますが、地域防災計画の修正と土砂災害ハザードマップの作成委託ということで、本年３月の末日に東京都で危険地域の指定が終わりました。それから告示されましたのが３月の末になりまして、それを業者に持ち込みまして、現在、地域防災計画の修正と合わせてハザードマップの作成を打ち出してきたところでございます。３月11日の震災の関係で、業者、それから町の担当者の方も若干調整が遅れておりまして大変ご心配をかけております。地域防災計画の修正につきましては、素案ができた段階で防災委員会にかけまして、正式に印刷するという形になります。

　それから、ハザードマップにつきましても、危険地域を指定された後、地域を地図をつくり皆様にお配りするということで、地域防災計画の防災委員会の招集につきましては、10月を目標にしております。また、ハザードマップにつきましては、それを前後して配布の方を考えております。ご理解をお願いいたします。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。14番島崎利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　毎年のことというか、消防団の団員募集、この頃上り旗的なものも各分団周辺に立てたりして募集的なことをやれているようです。非常に若者がいなくなったり、また、もちろん消防団に入ることを拒否するという状況も出ているようです。そういう意味でくろうをされているというふうに思いますが、こういう大きな震災等、原発問題含めて出ておりますが、そういう意味でこの地域の生命、安全を守るということが重要な課題になってくると思うんですが、この点はどのような努力や、何が問題点なのか。いろいろ努力されているというふうに思いますが、経過など含めて報告していただければというふうに思いますが。

○委員長（酒井　正利君）　総務課長。

○総務課長（原島　　肇君）　14番島崎委員から消防団の団員募集についてのご質問でございますが、消防団につきましては、現在、定員が条例定数が350名で、平成20年度から申しますと、実団員数が326名、平成21年度には339名、平成22年度には322名という形で、おおむね横ばいをしているのが現状でございます。

　委員おっしゃられますとおり、消防団員募集につきましては、なかなか町に若者が少なくなっているというのが一番の問題というふうには思っております。それを何とか消防団団員の確保をするために町外居住者につきましても、町の消防団にも入れるというようなことで努力いたしましたし、また、消防団をやめた後に機能別団員という形で消防団に残っていただいて活躍をしていただくということも踏まえて努力をしているところでございます。

　また、平成21年４月には、６分団14部を６分団７部に改組をいたしましてスリム化して消防団活動を行っているところでございますが、人員については現在の人員をなるべく確保していく。なかなか増やすのは難しいのかなというのが現状でございます。また、その分につきましては、資機材を十分整備をいたしまして、それを補うという形をとらざるを得ないというふうに思っております。

　以上です。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。13番小林　勤委員。

○13番（小林　　勤君）　教育のところで、教員住宅の関係をちょっとお尋ねをしたいと思います。

　もう大変長畑の教員住宅のところだと思いますけれど、これは。相当古いものですよね。あれ、取り壊しちゃった。私もちょっと勉強不足で申し訳ないんですけど、この教員住宅の管理費、これは場所はどこで、また入っておられるところはどこでしたか。何名ぐらい今使っていますか、教員住宅の中で先生が。

○委員長（酒井　正利君）　教育課長。

○教育課長（井上　永一君）　小林委員のご質問にお答えします。

　教員住宅につきましては氷川小学校の上に１棟、それと長畑に１棟ということで、氷川小学校の上部につきましては６世帯入れるようになっておりまして、実際に学校の教員が３世帯住んでおりまして、残っている世帯につきましては町の職員等でお借りしているという状況でございます。

　また、長畑につきましても、学校の先生は１名、そのほかセラピーの職員等でお借りしているということで、管理につきましては東京都の管理ということでございまして、入居の手続き等を含めてすべて東京都の方で管理しているということでございます。

　学校の先生につきましても、こちらに入居をされる先生が今のところ４人から５人ということでこのところ推移しているわけですけれども、全部で11世帯分ございまして、そこを空けておくのもという考えのもと、町の方でも職員を採用する際の住宅の確保という点からも、東京都にお願いして、今、入居していただいている状況でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。11番師岡　智委員。

○11番（師岡　　智君）　１点だけ。事務報告書の343ページでございますけれども、毎年出ております基礎学力を育む学校づくりの推進事業ということで、各学校に60万円ずつ支出されているようでございますが、これは一応内容をちょっと見ますと、それぞれ各学校が、それぞれの学校の特色を生かした形の中でいろいろと取り組んでいると。それが基礎学力を育む教育の１つなんだと思いますが、こういったこれについては、その学校独自の方針で、その前に実際には教育委員会の学務係の中には学校教育の指導目標というのが書いてございますけれども、それとは別にこの中では各学校長を始め学校の判断によってそれぞれ特色のある事業に取り組んでいるという、この運営についてはそういう形でやられているのかどうか、その辺をちょっと状況だけ教えてください。

○委員長（酒井　正利君）　教育課長。

○教育課長（井上　永一君）　それでは、11番師岡　智委員のご質問にお答えいたします。

　基礎学力を育む学校づくり交付金ということで、これにつきましては、児童・生徒、やはり学力をつけていく上では、基礎から指導していくことが重要だというようなことから、予算を各学校につけて実施しているものでございますけれども、この内容につきましては、学校の方で基礎をつけるために必要なもの、学校によってもどこに重点を置くかということも学校長の経営方針等もございまして、その基礎をつけるために重要な、特に国語、算数、数学、中学校になると英語等を中心に活用しているわけでございますけれども、中では英語検定、国語検定等、検定を受検させて児童・生徒にやる気を起こさせるというような取り組みも各校でしております。

　いずれにいたしましても、各学校の中で校長先生を始め教員が全員で、どういう部分に重点を置くかということでこの部分に取り組んでいるということでございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに。11番師岡　智委員。

○11番（師岡　　智君）　わかりました。私は、これ、非常に重要な教育の部分だろうと思うんですよ。奥多摩でもやはり古里と氷川ではそれぞれ違った環境の中でやっているということも含めてあれなんで、実際にそういうことでこれはかなりやっぱり力を入れていただいて、そういったことであれば、この学校からの意向というのは、与えられた金だけで何とかやればいいということなのか、もっと私は、ここまでやりたいんだというような希望があって、もっとこういった予算を増やして子どもたちの教育に力を入れていただけるのかどうか、その辺は学校の方の意向というのはどうなんでしょう。私は、この予算というのは果たしてどうなのかなと、ちょっと少ないような気がするんですけど、いかがでしょうか。

○委員長（酒井　正利君）　教育課長。

○教育課長（井上　永一君）　この予算につきましては、町の方から今まで60万円ということで推移をいたしまして、毎年学校とヒヤリング、実施前のヒヤリング、実施後のヒヤリングということで検証をして、今言われた予算の部分も含めてお話をしているわけでございますけれども、それぞれ検定をする以外に独自に先生たちが各校の生徒の弱い部分、児童・生徒の弱い部分について、独自に先生たちが作って印刷をしてというような工夫もされておりまして、今のところ予算につきましては、この中でできているというふうに理解はしております。

○11番（師岡　　智君）　はい、わかりました。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。12番前田悦男委員。

○12番（前田　悦男君）　消防関係なんですけれども、災害時に各分団で把握して災害時には連絡を取っていると思うんですが、どのような連絡方法といいますか、分団でどのような連絡方法で、町外にいる方が多いので、どの程度把握しているかどうか、ちょっとお聞きします。

○委員長（酒井　正利君）　総務課長。

○総務課長（原島　　肇君）　12番前田委員のご質問にお答えします。

　各分団では今の携帯電話によるメールによって町外の方を集めていることが多いようです。それによって出る、出られないというような報告も受けているということで、参集の方をしていただいているのが多いです。

　また、町では消防団の詰所に集まる時点では、大体警報が出た場合ですとかそういう場合に消防団長と相談して、分団に団員を集めてほしいという依頼を出します。そして、防災無線の方を立ち上げて参集状況について、逐次、分団から本部の方に上がってくるようになっております。以上です。

○委員長（酒井　正利君）　12番前田悦男委員。

○12番（前田　悦男君）　今の関連なんですが、メールを使っているということですけれども、青梅市などでは市の消防の管理しているところで一括して災害時にはメールで災害があったということを流して、登録してある消防団員には一斉に流すような方式を取っていると思うんですね。奥多摩でもそういう形で、災害時にはもう全団員に一括してメールを送って緊急の通報ができるようにすればいいと思うんですが、研究課題としていかがでしょうか。

○委員長（酒井　正利君）　総務課長。

○総務課長（原島　　肇君）　確かに、３・11の時も昭島、それから立川あたりへ行きますと、区域限定の防災情報が、ＮＴＴドコモの中ですと自然と入ってくるというようなことで、避難所を場所も含めて放送が入ったということで、大変有効な手段ではないかなということで、現在、研究の方はさせております。

　また、それが可能であれば、なるべくその方法か、使っていきたいなというふうには思っております。以上です。

○委員長（酒井　正利君）　14番島崎利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　数字の中で生徒数の推移というふうなことでこの事務報告書にもまとめてありますが、平成13年からこの決算の平成22年まで、この数字をちょっと見ますと、いろんなアンバランスがありますが、とにかく半減していると、この約10年ぐらいの間にですね。こういう状況で、まさに少子化の波が押し寄せてきてこういう影響が出ているというふうに思われるんですが、以前から教育委員会としても、この少子化対策という点でさまざまな議論等をしてきていると思うんですが、この点の今の現状の中でどのような方向が打ち出されているのかということであります。

もちろんこのままで済むというふうには思っていないと思うんですが、何らかの形でやはり子育て支援だとか若者定住というふうな、広い意味での若者を奥多摩にというふうな位置づけもあるわけですから、是非そういう大きな観点からもさまざまな取り組みを広げていただきたいというお願いも含めて、ご回答いただけたらと。

それからもう1点のことでは、古里小学校と中学校、アスベストの除去工事、さらには調査分析業務委託という、私もちょっと気がつきませんでしたが、アスベストがいまだに学校内のどこに設置されているのかわかりませんが、設置というか、壁等、天井等あろうかと思うんですが、まさに危険だといわれているものがいまだにあるということ自身は、まさに子どもを含めて大きな問題ではないかなというふうに感じるんですが、この点の見解をお尋ねしたいというふうに思います。

○委員長（酒井　正利君）　教育課長。

○教育課長（井上　永一君）　14番島崎利雄委員のご質問にお答えいたします。

　まず１点目でございますけれども、生徒数の推移ということで、事務報告書342ページに生徒数の推移ということで掲載させていただいておりますけれども、たしかに平成13年度194が平成22年度に113ということで少なくなっているということでございます。この学校関係の統合、あるいはこれからどのようにしていこうかという部分で、前々から教育委員会では議論は、お話はしてはいるんですけれども、なかなか教育委員会だけではなくて、最終的には町全体で考えていかなければならない問題であるということで理解はしているわけでございます。

　特に中学校の方ですと、部活動等でも人数が足りなくて試合ができないとかそういう部分のこともいろいろ言われております。その中で各学校でも学校間の連携という中で、小学校連携、中学校連携、小中連携等含めていろいろな形で取り組みをしているところでございます。その中で部活動を一緒に合同でやろうというふうな取り組みもしているわけでございますけれども、いずれにいたしましても、これから先も人数が少なくなっていくという中で、やはり少人数でやることもいいですけれども、体育ですとか音楽ですとか、やはり多くの人数でやった方がいいという授業等もございますので、そこら辺を考えながら、また教育委員会、あるいは町も含めて、これから早急に取り組んでいかなければならない課題だということでは考えておりますので、そこら辺、これから話し合いをすぐにも進めていきたいというふうに考えております。

　２点目のアスベストの関係でございますけれども、これ、昨年、補正予算でお願いした時にもお話しさせていただきましたけれども、古里小学校と氷川中学校でアスベストが検出されたということでございます。平成17年度に学校すべてアスベストの分析調査を実施し、その時に含有率の高いところについては修繕等をしたわけでございますけれども、その後、法令等の改正でアスベスト含有率の基準の引き下げということで、今まで含有率が１％未満のものについては基準内ということで特に問題視されていなかったわけでございますけれども、これが引き下がったということ。また、対象アスベストの種類も３種類から６種類へ増加したということから、これを受けて町の方でもやはり学校施設ということで再調査を実施したところでございます。

　再調査を実施した結果、古里小学校では学校内の階段裏の吹き付け材、また、地下の機械室のボイラーの配管の保温材、氷川中学校では正門横にございます駐車場の天井からアスベストが検出されたということで、これにつきましては児童・生徒を始めとする安全な教育環境を確保するという観点から、直ちに除去工事を実施したところでございます。ほかの学校等につきましても、この基準の引き下げに伴って検査を隅々までいたしました。

その結果、問題があったのはこの２カ所ということで、それ以外については問題がないという結論が出ておりますので、ご理解をいただきたいと思います。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑ありませんか。１番師岡伸公委員。

○１番（師岡　伸公君）　事務報告書の331ページ、教育委員会の報告を見まして、２点お願いをいたします。

　まず１点は、ここにも書いてあります地震や災害発生時の学校の輸送の処理について書いてございますが、今回の台風で、氷川はできたんだけど古里は授業ができなかったと、このような事情がございました。今回は、例えば倒木ですとか道がふさがれたとか、そういう物理的な状況であったのか、それともチャーターのバスですとか庁用車がなかなか手配しづらかった、そういう運用面の問題なのか、その辺をちょっとお聞きしたいことが１点。

　それと休校になった授業の補完というのは、今までどのような形でやられていましたでしょうかということでございます。

　それからもう１点、これは決算書の方の112ページ、中学校教育振興費の中で部活動支援補助事業補助金というのがございます。多分、これは授業ですから運営的なものの数字だと思うんですけれども、吹奏楽とかそれから氷川の和楽器などは具体的な目標があってのいろんな備品の購入というふうに理解できるんですけれども、例えば、この報告書にも書いてあります部活動の連携とかいろんなことを鑑みて、それ以外の部活動に対する備品とか消耗品の支出というのが、ちょっとここでは読めなかったんですが、実際にはどんな状態だったのかお聞きしたいと思います。

　先日もちょっと中学の部活動を見学に行った時に、これは褒められることかもしれませんが、昔の野球のボールのディンプルのあるボールを使っていまして、練習用に。それも大人の使い古したＡボールですとか、少年野球の残したＣボールですとかいろんなものが混ざって、それはそれで非常に物を大切にしてよくやっているなと思うんですが、じゃあ、自分たちが使うＢボールのある程度山のあるやつがあるのかなと思うと、ほとんどないというのが実情でございます。その辺も、今後、少しでも、わずかの予算でも充当していただけるような、補正でも考えていただけるようなことがあればと思いまして、その辺のお話をお伺いしたいと思います。

　以上です。よろしくお願いします。

○委員長（酒井　正利君）　教育課長。

○教育課長（井上　永一君）　師岡伸公委員のご質問にお答えいたします。

　まず、１点目の学校の輸送体制ということでございますけれども、古里小学校、古里中学校につきましては、休校の基準の中で、ＪＲ、あるいは路線バスが運休していた場合、どちらかが運休をしていた場合には休校にするということが決まっております。

　ただ、その状況で小学校、中学校の校長先生でお話をいただいて、最終的に休校にするという決定をするわけですけれども、その時に朝、私の方に連絡が当然あるわけですけれども、その時に道路が通行止めになっている時はもう当然、そこら辺はできないんですけれども、今回のように道路が通れるという時に、西東京バスは路線バス運休というふうな話もございまして、朝日運輸のマイクロバスですとか庁用バス、これらの手配をする準備をして、実際にお願いはしたところでございますけれども、やはりＪＲが止まっているというような状況の中では、生徒の３割から４割程度は来られないというようなこともございまして、最終的に休校ということになったわけでございます。

　氷川小・中につきましても、その時の状況で、やはり通行止めですとかそういう部分、また倒木等の危険があるというような判断をされた場合には休校にするという措置も取りますし、たとえ学校を実際やったとしても、そういう近所に倒木の危険があるというような場合には自宅学習で、その場合は出席扱いというような措置もとっているわけでございますけれども、その状況に応じてそれぞれの学校長と判断をしているというところでございます。

　その休校等によって生じた授業の時間の確保ということでございますけれども、４月当初に授業時数のヒヤリングをするわけですけれども、その時に国の授業時数の基準、時間が決まっておりまして、それにプラスして40時間から50時間程度の余剰時間ということで、こういう災害の想定、あるいはインフルエンザ等の想定というようなことで、休校になった時に備えて、その部分の余剰時間を確保しております。その余剰時間を使って休校になった時の授業は行っているということでございます。

　ですから余剰時間で、時間割によって体育の授業はできているけれども、算数ができなかったという場合には、体育を算数に振り替えるとか、そのようなことで授業時間数の確保はしているという状況でございます。

　２点目の部活動の関係ですけれども、112ページの部活動支援補助事業補助金につきましては、部活動の指導は指導する教員がいなく不足しているというようなことから、部活動をやりたくてもできなくなる部活動があるということで、東京都の中でも200から300程度できなくなるというようなことがございまして、それに対する指導員を確保するための補助ということでございます。

　また、そのほかかでも、町の方から部活動への補助金ということで備品関係の購入の補助、それらも中学校からの要望に基づいて予算組みをして支出をしているという現状でございますので、ご理解をいただきたいと思います。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で款の９消防費、以下、款の14予備費までの質疑を終結します。

　以上で、認定第１号の歳出の質疑を終結します。

　以上で、認定第１号の歳入歳出項目別のすべての質疑を終結します。

　これより認定第１号の総括質疑を行います。総括質疑はありませんか。14番島崎利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　それでは、総括質疑をしたいと思います。

　現在、もう皆さんご承知のとおり、日本の政治経済、まさに混迷しているというふうに思われます。そういう中で、政府や国会の異常な状況も進んでいると。総理がくるくる代わる、こういう状況も出て、本当に私は国民から見ても、考えても、異常な状況が進んでいるのではないかというふうに思われます。大きな意味でその点でもやはりこういう町の行財政に大きなしわ寄せが押し寄せてくるという感もある得るというふうに思います。そういう上でタイセイリョクサンカイなどというものがつくられようと財界を中心に進められている情報も示されております。

こういう状況の中で、奥多摩町の現状を見ますと、町長も非常に努力し、さまざまな施策もされておるんですが、非常に大変な状況に陥っているといわざるを得ないことだというふうに思いますい。まさに、このことは国政、都政含めてそういう問題がこの過疎、少子高齢化、過疎地域の中で起きている大きな問題だというふうに思います。

私は、以前から三多摩格差、西多摩格差、そしてこの奥多摩格差とこういう、まさに東京都政が大きな財政力を持ちながら、これは全国的にも言えると思うんですが、非常に大変な影響が出てきて、農山村がどんどん破壊され、若者がどんどん都心を中心に出てしまうと、こういう状況も出ています。

例えば、東京の中でありますが、大島町、ここなども、以前は１万数千人おられた自治体でありながら、既に、たしか正確ではありませんが、7,000人ぐらいに落ち込んでしまっていると。そして、今の状況では風評被害等も含めて魚や農産物がなかなかとれない、また売れない。これは東北地方の被災地の方でもそうでありますが、全くそういう点では、島を含め農山村の、奥多摩で言えば、農山村地域の中で非常にそういう壁にぶつかって十分な影響がとられていないというのが実態だと思います。

そういう意味で、是非町長も努力をし、この東京都政に向けてはさまざまな努力をされているということはうかがえるんですが、是非桧原を含め、この西多摩地域の中でこういう三多摩格差、西多摩格差ということがいいかどうかは別にしても、何らかの形でもっと東京都政、当然国政にもですが、声を挙げていく、これは全国的な問題ではあろうと思うんでが、そういう姿勢を是非とっていただきたいというふうに要求をするものであります。

さらに、もう１つの問題については、奥多摩町の子どもの中でさまざまな問題がありますが、やはり地域の活性化、そして少子高齢化をどう打開していくか。町だけの力だけでは十分でない、でき切れないというのはよくわかるんですが、そういう大きな柱を政策をつくって取り組んでいく。

１つは、私、過疎地域、特に限界の集落というふうな言葉もありますが、特に小河内方面、さらには日原、大沢方面、全くどんどんと限界の集落が、単なる言葉ではなくて、空き家がたくさんできてしまう、人がいない。私も先だってあるご家庭を数軒歩きました。そういう中でも一人暮らしのお年寄りが、頭が痛い、首が痛い、さらには腰が悪い、足が歩けなくなってきている、こういうような悲惨な声も聞いております。こういうことも含めて、一定の努力はされているんですが、さらに綿密な調査等で、こういうお年寄りの皆さん方への施策を、今もありますが、さらに強化をしていく必要があるんではないかというのをつくづく感じました。

そして、もう１つの問題は、特に小河内地域全体の問題でありますが、例えば、今までさまざまな施策を町も取り組んできました。しかし、人口の減少等で、例えば、東芝保養所がいまだにはっきりしていない。土地は買収したけど建物はそのままという放置されている状況ではないでしょうか。さらに、小河内の小中学校、これも夏に若干使われている。予算にも載っておりますが、まさに微々たるものであります。さらに、川野のテニスコート、ゲートボール場にも一部なっておりますが、これも放置されたままであります。さらに、峰谷釣り場の現地でもやはり聞いてまいりましたが、経営状況が非常に悪化しているという、それは大雨、台風等の影響もあったとはいえ、そういう状況で、地元の方が大きな嘆きをしていたと。さらに、シカ対策という点で、食肉加工施設こういうものができておりますが、実際には猟友会との関係もありますが、十分な対応がされていないというのも今日の状況であります。

そういう上で、是非ともこういう問題点をきちっとチェックして、これは全町的な問題でもありますが、さまざまな焦点、さまざまな事業をされている方がこういうところの経営を本当に活性化させていくという方向をつくり上げていくことが重要ではないかというふうに思います。

さらに限界の集落でありますが、この点では、以前から町の職員幹部がそれぞれの限界集落のところに派遣して、そこの地域との懇談、自治会を中心にということでしょうが、やられている、やってきた経緯もあります。これは、ちょっと私も調査していませんが、やっているところとやっていないところ、私の知っている範囲では、やっていないのがほとんどと言っていいのかなというふうに思います。こういう点でも、地域の活性化をつくっていく上で、やはり町の行政の力がどうしても必要ではないか。高齢化にもなっているわけですから、是非その点も今後の町の振興、活性化を含めて、町の行政がしっかりとプロジェクト等で進めていくということが、私は、今後の大きな課題だというふうに思います。そういう立場から、是非ともその方向で頑張っていただきたいというふうに思います。

これは、私がアンケートを、以前にも報告をしましたが、取った中で、こういう分厚い、結局アンケートの中身なんですが、封筒ではなく、大きなこういう枚数もあるということで、全部を私は読み上げようとはしませんが、非常に厳しい指摘等がされて、また、いい面でも提案もされてきている文書であります。若干主だったところだけを言います。

「奥多摩町の町長、議員、職員のはなはだしい危機感の欠如。中には立派な献身的な方もおられますが」というような、まず指摘から始まっている文章でございました。さらに、「奥多摩町のホームページを開きますと、リアルな情報が全くなく、だめです」こういう指摘もされております。「他の市町村の情報は、都度、リアルに開花情報を掲載している」こういうことも指摘されております。しかし、その一方で、「町には町の花としてミツバツツジやモミジ、ヤマザクラ等、ダムサイド、むかし道に大量に植樹して、開花状況をリアルに掲載してください。リピーターが必ず増えます」こういう提案もされております。そういう中で、奥多摩には、先ほども触れましたように、ミツバツツジを見に行こう、奥多摩にヤマザクラを見に行こう、フジの花を見に行こう、ジキタリスですが、これは中山、水根に咲いておりますが、見に行こう、ヤマユリを見に行こう、こういうような施策をやはり全町に広げていくということも大きな仕事かというふうに思います。さらには、「奥多摩町には釣り橋が数多くある、これも大いにＰＲしてください」。そして、「ダム建設事業の鉄道跡のトンネル遊歩道として整備をしてください。費用はかかりますが、観光客を呼び込むためです」というふうなことも提案されております。是非こういう、もちろん名前は記載されていませんが、どこの方かわかりませんが、しかし、奥多摩町の状況をよく把握をしている方でもあります。

そういうことで、是非ともこういう１つの例でありますが、参考にしながら是非広げていただきたいと。これは個人の見解やご意見でもありますが、是非町行政が、後で資料はお渡ししても結構ですから、活用していただいて、拡大をしていただきたいというお願いをしておきたいと思います。

以上です。

○委員長（酒井　正利君）　副町長。

○副町長（村木　義雄君）　それでは、島崎委員からの平成22年度一般会計決算についての総括質疑にご答弁をさせていただきたいと思います。

　委員からは、国の状況あるいは町の少子高齢化、あるいは地域振興等々の話のご質問をいただきました。私の方から全体的な事項についてお話をさせていただきたいと思いますが、まず、国の状況につきましては、私から申し上げるわけではございませんが、早く国の状況が安定していただいて、それぞれ国民のために政策を実行してほしいというふうに思うばかりでございます。

　また、町の財政状況を含めて東京都への格差があるので要望ということでございますが、町の財政状況について、若干お話しをさせていただきたいというふうに思っております。

　平成22年度の決算の歳入の状況を見ていただけば、記載をされているわけでございますが、町税が落ち込んでいると。これは、納税義務者が減少しているということが影響していると。この傾向はまだしばらくは続くのかなというふうな気がしております。

　また、国の交付税については若干ここで回復してきてはおりますが、当初、平成11年ごろだったというふうに記憶しておりますが、16億円程度あったものが、今は14億円ということで、まだ２億円ぐらい、最高時交付をいただいた時から比べてまだ少ないという状況でございます。東京都の財政状況についても、非常に厳しい経済状況の中で税収が非常に落ち込んでいるということで、東京都の支出金の約半分を占める東京都の総合交付金については約15億円を交付していただいているわけでございますが、今後、その税収等の減少によって、安定的にその財源が確保できるかということは非常に不安定な要素があるということでございます。

　もちろん東京都の総合交付金につきましては、町のさまざまな施策に対して財政を補完するという制度でございますので、町の、先ほど委員から言われたような、山村地域、あるいは少子高齢化の問題等々を東京都に積極的に話をして、何とか安定的に総合交付金を確保したいということで努力をしている状況でございます。

　財政の中で２点だけ財政指標ということで、これは当初冒頭でもご説明したんですが、若干細かく説明をさせていただきたいのが２点あるわけでございます。

　まず、１点目の財政指標の中で経常収支比率でございます。経常収支比率が平成22年度の状況では77.6％になったということでございますが、この経常収支比率につきましては、人件費、扶助費、公債費等の経常経費に対する町税、地方交付税等の経常一般財源収入がどの程度充当されているかの財政構造の弾力性を判断する指数ということで言われている数値でございます。この数値が70％程度が理想的であるというふうに言われているわけでございます。町の過去の数値を見ますと、過去においては、90％を超えていた数値がずっと長い間続いていたということでございますが、ここ２年、３年程度に非常にそれが数値が落ちてきて、弾力性が出てきたということが言えるのかなというふうに考えられます。

　この数値は、今言いましたように人件費については、これはもちろん国の人事院勧告の問題、あるいは東京都の人事委員会の勧告、それらを参考にしながら職員組合とも協議して適正な給与水準を協議しているわけでございますが、それらが最近下がってきているということで経常経費が下がっていると。

また公債費についても、今、下水道事業を大きな事業をやっておりますので、それにルールとして約半分は起債をしなければいけないということで、一般会計のその他の部分についてはなるべく起債をしないという方針で臨んでおります。そういった削減効果が年間約5,000万円程度公債費が下がっております。そういったことで分子の部分が下がってきているということ。

　それと、分母の方でございますが、入ってくる方でございます。入ってくる方については、地方交付税が一時から比べて若干上向いているということがございます。

　それともう１点、これは皆さんに是非知っておいていただいたいんですが、この数値を大きく影響させているのが、使用料が平成21年、22年度は安定的に多く入ってきたということですが、これは、古里地区にありました99カ年の地上権設定地、これの解決が平成21年度行われたわけでございます。これは、古里地区の権利を所有している皆さんの非常なご理解をいただきまして解決したわけですが、それらの土地が町に返ってきたということで、その土地を企業、砕石を営んでいる企業でございますが、そこに貸し付けたということで、その金額がワサビ田等ほかの鉄塔だとかいろいろほかのものもありますが、約2,300万円強が安定的に財産収入ということで入ってくるということで、これらが分母として大きくなったということで、この経常収支比率がよくなって、少し数字的に見れば財政の弾力性が出てきたということが言えるのかなというふうに思っております。もちろんこれで財政が豊かになったということではありません。あくまで弾力性が出てきたということでございます。

　それともう１点は、実質公債比率でございますが、これらについても12.9％ということで、一時期は起債の許可基準であります18％を超えていたということが、現在では協議で起債をやるという状況になったということで、町の財政については方向性としてはいい方向性を向いたということですが、今後も、先ほどから話が出ております少子高齢化、地域振興ということでは、多くの財源を必要とするわけでございますから、非常に厳しい財政運営をしながら住民のために努力をしていきたいというふうに思っております。

　次に、町の重要課題でございます少子化対策、高齢化対策、定住化対策についてご答弁をさせていただきたいと思います。

既に委員皆様ご承知のことと思いますが、少子化対策につきましては、子育て支援事業ということで11項目、これは民生費に組んでおりますが、そのほかにも教育費に児童・生徒の遠距離通学費の補助、あるいは交通災害の補助ということで、さまざまな子育て対策を行い、これは町で子どもを産み、育てやすい環境づくりということで、町に暮らす人が支援の必要な人に必要なだけ支援するということで支出しているという事業でございます。

　また、高齢化対策につきましては、住み慣れた地域で生涯健康で楽しく豊かに暮らせるまちづくりということで、現在、緊急通報システム、あるいは在宅生活支援の援助ということで、特に在宅生活支援の助成については、介護保険の認定を受けている方に対しての低所得者に対して援助をしているというものでございますが、介護保険ではなかなか予算を組めないということで、一般会計で組んで援助しているということですので、こういうこともやっているということでご理解をいただきたいと思います。

　そして、今年平成23年度からは見守り相談事業ということで、今立ち上げを行っておりますが、高齢者の方を見守り、あるいは相談する事業ということで、24時間その体制をつくろうということで、今、計画を立てておりますので、こういった高齢化対策についても是非ご支援をいただければというふうに思っております。

　そして定住化対策でございますが、これは若者住宅応援事業、あるいは住宅建設資金利子補給事業、あるいは宅地分譲事業を含めて地域の道路、下水道等基盤整備を行いながら、皆さん若い人に住んでいただける条件をつくるということで、これらも積極的に実施しているところでございます。

　町では今言った少子化対策、あるいは高齢化対策、定住化対策、これらを総合的に進めることによって若い人に住んでいただける環境をつくっていき、町の将来を担う若者に町にどんどん住んでいただきたいということで、一生懸命やっていきたいというふうに思いますので、よろしくお願いいたします。

　それと地域振興についてでございますが、地域振興につきましては、委員から特に小河内方面についてのいろいろな施設のご提言がございました。この地域振興についてはいろいろ日本のあらゆるところで地域振興ということで、あらゆることが行われているということだというふうに思いますが、特にいろいろな地域振興については説があるというふうには思います。しかしながら、地域振興の原点は、私は、これは個人的な意見かもわかりませんが、古くから奥多摩町、いろいろな地域に住んでいるわけでございます。奥多摩に今まで住んでよかったから住んでいるわけですから、そういったよかったものを再発見しながら、それを磨き上げて、また都心、首都圏の人に見ていただくと、それで来ていただくということで、地域の発展が、振興がされるのではないかなというふうなことを思っているところでございます。

　１点だけ、特に小河内地域の振興ということでお話がありましたので、今、現状を説明させていただきたいと思いますが、個々の話は別として、小河内地区は確かに人口が減少し高齢化が進んでいるということでございますが、その中にある奥多摩湖愛護会についてでございます。

この奥多摩湖愛護会につきましては、今現在、社団法人になっているところでございますが、これは国の方針で一般法人になるか、あるいは公益法人になるか、解散するかという選択を平成25年度までに求められております。それで町に相談に来られたということでございますが、町では、小河内地区のいろいろな状況等を勘案し、新たな施設づくりをしようということで、奥多摩湖愛護会を含めて地域の方と今、相談をしているところでございます。

　特にこの中では、今まで事業をやってきたものに加えて、地域の振興を、とにかくその組織を使ってといいますか、その組織の中で一緒にやっていこうということで、新たな組織づくりを今やっているところでございます。その組織によって小河内地区にあるいろいろな組織を有効活用して、小河内地域の発展につなげていくということで、今やっております。この新しい組織づくりにつきましては、どうしても制度上、今ある奥多摩湖愛護会の財産については一定の処分をしなければいけないということで、町でお預かりして、それを原資に設立をしようということでも考えておりますので、その時については、是非ご理解、ご協力をいただきたいというふうに思っております。

　いろいろ基本的な部分についてはお話ししましたが、まだまだ委員からいろいろなご提言をいただきました。アンケートを取られたということでございますが、是非アンケートについてはご提出をいただければ、それら、できるもの、できないもの等々あろうかと思いますが、参考にさせていただければというふうに思っております。

　また、最後になりますが、本決算の認定について、各委員さんからいろいろなご指導、ご提言をいただきました。このご提言については今後の行政、あるいは予算の編成等に今後生かしていきたいというふうに思いますが、今も申し上げたとおり、すぐできること、あるいは今後計画しながらやらなければできないこと等々あろうかと思いますので、それらを調整しながら、計画的な行政を執行していきたいというふうに思っておりますので、ご理解をよろしくお願いいたします。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに総括質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で、認定第１号の総括質疑を終結します。

　これより採決します。

　日程第２　認定第１号について、原案のとおり認定することに賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○委員長（酒井　正利君）　起立多数であります。よって、認定第１号は原案のとおり認定すべきものと決定しました。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　ご異議なしと認めます。よって、午前11時15分から再開といたします。

午前11時04分　休憩

午前11時15分　再開

○委員長（酒井　正利君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　次に、日程第３　認定第２号　平成22年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定についての質疑を、歳入歳出一括で行います。

　質疑のある委員は挙手願います。14番島崎利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　地元の地域で都民の森にかかわってきた面もありますが、非常に頑張っておられる部分もあるんですが、是非できればソフト的な、ハードな面もやられております。当然、ソフトもやられておるんですが、もう少しソフト的なところに視点を置いて広げていただきたいというお願いです。もちろん下刈りや林業の伐採、枝落とし等などもやっている部分があるんですが、その点を１つ強く要望しておきたいと思います。

　それから、もう１つは、以前からもあるんですが、お客が来ても、来客がそこに泊まり、日帰り含めて参加しているんですが、職員の対応が非常によくないと。例えば、玄関に、あそこでバス等で下りて玄関に入って、それぞれ部屋に入ったりいろいろあるんですが、職員が対応していないと。まあ、あいさつもしないと、極論を言えばね。これは以前からあったことなんです。もう名前を出してもあれですが、西野さんという方が、もう境にいませんが、この方などもここに個人的に入って行っても、あいさくつもないしというふうな批判を私なんかも受けたことがあります。そういう意味も含めて、もっとやはりサービス的なことにも誠意を示すべきだと。いらっしゃいませということがいいかどうかじゃなくて、やはり礼儀をきちっとする。それから、来たお客さんにはきちっとした対応をすると。全員が出なくても、そこの責任者なり、担当者がやはり丁寧な姿勢を示していくということも１つの礼儀だというふうに私は思うんです。是非その辺を改善していただきたいということを強く要求しておきたいと思いますが、ご回答がありましたらと。

○委員長（酒井　正利君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、島崎委員のご質問、要望にお答えしたいと思います。

まず、ソフト事業の関係でございますけれども、確かに委員ご指摘のとおり、当初都民の森ができたいきさつが林業体験施設というようなことから、基本は林業にプログラム等を置いていますが、最近は、やはり利用者の拡大を目指すというようなこともありますので、利用率の高いといいますか、好評なものを取り入れたりしております。基本的に林業体験施設ということですので、そこの部分はある程度やらなければいけないということがありますが、好評である奥多摩の登山、いろんな山をめぐる登山とか、奥多摩のむかし道もありますが、その前、遡りますとやはり甲州の方に出る裏街道というようなことで、甲州五街道を歩くシリーズですとか、その時々で好評なものをイベントの内容を見直しながら、極力をそういうものに切り替えながら利用者の拡大を図っているということでございますので、その辺をご理解いただくと同時に、今後、来年度から新たな指定管理者になりますので、ここで挙げさせていただいた計画には、やはりその辺も含めてもっと力を入れていくというような計画を挙げさせていただいていますので、ご理解いただきたいと思います。

それと職員の対応ということでございますが、確かにイベント等では玄関に職員等がお迎えして、いらっしゃいませというようなことも、お帰りの時には、出まして、ありがとうございましたというようなことで、マイクロバス等を見送りさせていただいていますが、やはりふだんに余りお客さんが来られないというようなこともありますので、やはりそういった事務を執っていますと気がつかないということもありますけれども、それは言い訳になってしまいますので、職員にはふだんからお出迎えというかあいさつ、それと確かに利用しなくてちょっと用がある場合に、玄関まで入ってきますけれども、それから先、スリッパ等に履き替えるということで、来られた方が玄関先で話をされるということもありますので、その辺については玄関のところまで出て対応するように職員の指導を行ってまいりたいと思います。

いずれにしろ、その辺、サービス業でございますので、基本的な部分をもう一度見直させていただきたいと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。

以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で、認定第２号の質疑を終結します。

　これより採決します。

　日程第３　認定第２号について、原案のとおり認定することに賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○委員長（酒井　正利君）　起立多数であります。よって、認定第２号は原案のとおり認定すべきものと決定しました。

　次に、日程第４　認定第３号　平成22年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定についての質疑を、歳入歳出一括で行います。

　質疑のある委員は挙手願います。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で、認定第３号の質疑を終結します。

　これより採決します。

　日程第４　認定第３号について、原案のとおり認定することに賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○委員長（酒井　正利君）　起立多数であります。よって、認定第３号は原案のとおり認定すべきものと決定しました。

　次に、日程第５　認定第４号　平成22年度奥多摩町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定についての質疑を、歳入歳出一括で行います。

　質疑のある委員は挙手願います。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で、認定第４号の質疑を終結します。

　これより採決します。

　日程第５　認定第４号について、原案のとおり認定することに賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○委員長（酒井　正利君）　起立多数であります。よって、認定第４号は原案のとおり認定すべきものと決定しました。

　次に、日程第６　認定第５号　平成22年度奥多摩町老人保健特別会計歳入歳出決算の認定についての質疑を、歳入歳出一括で行います。

質疑のある委員は挙手願います。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で、認定第５号の質疑を終結します。

　これより採決します。

　日程第６　認定第５号について、原案のとおり認定することに賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○委員長（酒井　正利君）　起立多数であります。よって、認定第５号は原案のとおり認定すべきものと決定しました。

　次に、日程第７　認定第６号　平成22年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定についての質疑を、歳入歳出一括で行います。

質疑のある委員は挙手願います。14番島崎利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　後期高齢者の医療の問題でありますが、この値上げ等が、まだもちろん決まっているわけではないんですが、来年度に向けて動きがあるようですが、それらの動きがどのようになっておられるのかという点で、ご回答いただければというふうに思います。

○委員長（酒井　正利君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　14番島崎委員からご質問いただきました後期高齢者医療の保険料の値上げ等についてのご質問でございます。

　このことにつきましてですけれども、財政運営の期間が２年間という形で決まっております。現在は、平成22年、23年の２カ年ということでございまして、次の平成24年、25年の保険料の改定でございますけれども、現在のまず保険料でございますけれども、均等割がございまして、これが３万7,800円、所得割が7.18％でございます。実際、お１人当たりの納めていただいております保険料ですけれども、年間８万4,000円ほどになっております。現在、広域連合では、保険料の抑制のために４つの特別対策というのを実施しておりますけれども、これを前提としてこれが継続するということを前提といたしまして、現在、たたき台を作成しております。このたたき台でございますけれども、８月22、23日の２日間に、広域連合議会議員の皆様方には既にご説明をされたというふうに伺っております。

　この平成24年、25年の２カ年のたたき台の内容でございますけれども、まず、均等割が４万2,500円、プラスの4,700円、率では12.4％アップということでございます。また、所得割率でございますけれども、9.04％、プラスの1.86ポイントでございます。これは率では25.9％のアップになります。以上、総合いたしますと、お１人当たりの平均の保険料でございますけれども、９万8,792円ということで、現行の保険料と比較いたしますと、プラス１万4,265円、16.9％のアップという内容でございます。

　このたたき台でございますけれども、これを基本といたしまして、今後、国から示される保険料算定の基礎数値、あるいは国が行っております各広域連合における保険料の増加見通しの調査結果などを踏まえて、また診療報酬の改定等が年末に行われるということで、それらを踏まえた上で来年１月に最終案を決定していくというふうに聞いております。

　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で、認定第６号の質疑を終結します。

　これより採決します。

　日程第７　認定第６号について、原案のとおり認定することに賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○委員長（酒井　正利君）　起立多数であります。よって、認定第６号は原案のとおり認定すべきものと決定しました。

　次に、日程第８　認定第７号　平成22年度奥多摩町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定についての質疑を、歳入歳出一括で行います。

質疑のある委員は挙手願います。14番島崎利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　先ほどの後期高齢者の値上げがまだ決定ではありませんが、報告がされました。まさに値上げが目白押しになっている。そして、介護保険も同じ立場というか、同じことになろうかというふうに思うんです。そういう意味で、主な理由は何といっても医療費の値上げと。当然、高齢化が進行しているということもあり、お年寄りの皆さんがお医者さんにかかる。私は１つ、町の中でも提案ですが、既にやっておられる部分もあるんですが、１つは、何といっても高齢化が進んでいる。そして医療費が拡大していくというような問題があることは事実ですが、私は、日本全体もあろうかと思うんですが、特にこの医療費の値上げを抑えるというか、そういう点でやはり予防医学といわれるこの予防が非常に弱いのではないかと。これは単なる町だけの問題ではないんですが、やはりこれらにもメスを入れて、やはりお年寄りの皆さん方に負担を強いるのではなくて、是非予防にももっともっと力を入れていただいて取り組むということが、今後の中でも必要なのではないかということを提案しておきたいというふうに思いますが、実態を教えていただきたいと。

○委員長（酒井　正利君）　福祉保険課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　ただいま14番島崎委員から介護保険に関する病気の予防というお話をいただいたところでございます。

　先般、一般質問の時に透析のご質問をいただいて、その中でもお答えをしている部分がございますけれども、未療と申しますか、健康づくりの増進と推進ということでございまして、私どもの町では保健師、現在３名おりますけれども、それぞれが地区担当を決めて日夜、場合によっては訪問しておりますけれども、健康づくり等の相談、あるいは普及啓発ということで各種の健康づくりの事業を実施しております。

　また、遠隔予防医療でございますけれども、これも昨年度、７地区から９地区に場所を拡大いたしまして、平成23年度には、さらに氷川地区の自治会にも拡大をしたところでございます。107名でございました参加者が、先週現在でございますけれども、147名まで増加をしてございます。これも少しでも多くの方に参加をいただいて、病気にならずに在宅で健康に暮らしていただきたいということで、できるだけ多くの参加者を見込んで私どもも勧奨をしているところでございます。

　また、福祉会館２階の機能訓練室、現在、参加者が少ないのではというご質問もいただいたところでございますが、これについても保健師は健康づくりの増進ということで、40歳以上を対象に、新たに２回ほど講習を受けた方には自由に使っていただけるという仕組みで増員を図っておりますので、これらを含めていろんな方面から健康づくりを進めて、少しでも在宅でお元気でいらっしゃって医療費が増大しないようにということで、私どもも十分にこれからも事業を展開してまいりたいと思いますので、どうかご理解をいただきたいと思います。

　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で、認定第７号の質疑を終結します。

　これより採決します。

　日程第８　認定第７号について、原案のとおり認定することに賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○委員長（酒井　正利君）　起立多数であります。よって、認定第７号は原案のとおり認定すべきものと決定しました。

　次に、日程第９　認定第８号　平成22年度奥多摩町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定についての質疑を、歳入歳出一括で行います。

質疑のある委員は挙手願います。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で、認定第８号の質疑を終結します。

　これより採決します。

　日程第９　認定第８号について、原案のとおり認定することに賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○委員長（酒井　正利君）　起立多数であります。よって、認定第８号は原案のとおり認定すべきものと決定しました。

　次に、日程第10　認定第９号　平成22年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計決算の認定についての質疑を、収入支出一括で行います。

質疑のある委員は挙手願います。11番師岡　智委員。

○11番（師岡　　智君）　１つだけ。今年度４月から院長先生が交代されたわけでございますけれども、いろいろと院長先生のあれによって病院の運営とか、いろいろと考え方も若干違ってくるのではないかなと思いますが、比較的聞いてみますと、何かまだ余り以前の堀内先生の方が評判がよかったようなうわさも聞くんですが、多分新しい方も一生懸命やってくださっているんだろうと思いますけれども、新たに院長先生になられてから病院の運営状況はいかがでございましょうか。

○委員長（酒井　正利君）　病院事務長。

○病院事務長（川村　文雄君）　それでは、11番師岡委員のご質問にお答えさせていただきます。

　病院の運営につきましては、確かに院長、あるいは先生が代わった時につきましては、患者さんの動向というのは変化があるということは聞いておりますし、また想像しておりました。今度の永井院長先生につきましては、東京都の病院にいまして、専門的ということでございましたので、まだ若干総合的な医療というか、奥多摩病院の現状の全患者さんに対しての診療、診察を行わなければならないということでございますので、不慣れな町に来て試行錯誤をなさっているのかと今は感じております。

　また、患者様につきましても、堀内院長の気さくなお人柄もありまして、非常に診療、診察に頼られた方がいらしゃっておりました。ここで代わられましたが、ようやく永井院長も病院に慣れてきまして、皆さんとお話ができるようになりましたと、ご本人もおっしゃっていましたので、多少人が代わったということで変化は確かにございましたが、ここで慣れてきましたので、以前の院長にかわらぬよう親しまれるのかなと想像しております。

　以上でございます。

○11番（師岡　　智君）　しっかり頼むよ。

○病院事務長（川村　文雄君）　はい。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑ありませんか。14番島崎利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　これは会計監査委員さんの報告の中に病院問題が掲げられております。全部読み上げる必要はないと思うんですが、ＰＲが不足しているとも感じられるという文面も載せられております。それから、何といっても一般会計からの補助金が増額しているという、経営の悪化が深刻と受けとめられるというふうな指摘もされております。

　そういう意味で病院改革プランなるさらなる推進をという文面もございますが、全く患者さんに大いに来ていただくということと同時に、病院の経営を含めて私はもっと力を注ぐ、ＰＲというような言葉もありますが、是非患者さんを大いに賄うということが行政の方からしても、病院だけのことじゃなくて、行政としても正しい指導や援助等を含めて今後さらに拡大する必要があるのではないかというふうに感じております。是非そういう角度から取り組みを強化していただきたいというふうに思います。

○委員長（酒井　正利君）　病院事務長。

○病院事務長（川村　文雄君）　それでは、14番島崎委員のご質問にお答えさせていただきます。

　確かに監査委員さんの報告のとおりでございまして、公立病院という立場がございまして、公の病院でございます。地域的にも狭い奥多摩町でございますので、以前の問題で公立病院が一方的にＰＲを進めてしまうと民間医療の妨げになるということもございまして、全国的ではございますが、公立病院のＰＲというのは余りしていないというのが現状だと認識しております。

　ですが委員おっしゃるとおり、経営については厳しい目で見ていかなくてはならないと思っております。それで奥多摩病院のいいところもありますので、今後、広報おくたま、あるいは奥多摩病院新聞を含めまして受診、あるいは病院の設備についていろんな対応ができる部分については対応していきたいと考えておりますので、今後も努力は続けていきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で、認定第９号の質疑を終結します。

　これより採決します。

　日程第10　認定第９号について、原案のとおり認定することに賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○委員長（酒井　正利君）　起立多数であります。よって、認定第９号は原案のとおり認定すべきものと決定しました。

　以上で本特別委員会に付託された認定議案の審査はすべて終了しました。

　これをもって決算特別委員会を閉会します。長時間にわたり大変ご苦労さまでした。

午前11時43分　閉会

奥多摩町議会委員会条例第26条の規定によりここに署名する。

　　決算特別委員会委員長
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